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用語の定義 

１）広域緊急交通路 

大阪府地域防災計画において定める、災害発生時に救助・救急、医療、消火、緊急物資の供給を迅速

かつ的確に実施するための道路である広域緊急交通路（約 1,200km）。ここでは、そのうち、「住宅建

築物耐震 10ヵ年戦略・大阪」に規定する耐震診断義務付け対象路線をいう。 

２）ブロック塀等 

コンクリートブロック塀、組積造（れんが塀、石積塀等）の塀をいう。 

３）通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

建築物の耐震化促進に関する法律第５条第３項第２号に規定するブロック塀等をいい、広域緊急交通

路に接する敷地（建築物のあるものに限る。）にある当該路線に面するブロック塀等のうち、当該路線

に面する部分の長さが８ｍを超え、かつ、当該道路に面する部分のいずれかの地盤面からの高さが、

当該部分から当該路線の境界線までの水平距離に２ｍを加えた数値を2.5で除して得た数値を超える

ブロック塀等で、昭和 56年５月 31 日以前に新築の工事に着手したものをいう。 

４）要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

広域緊急交通路に接する敷地にある当該路線に面するブロック塀等のうち、当該路線に面する部分の

いずれかの道路面からの高さが、当該部分から当該路線の境界線までの水平距離に２ｍを加えた数値

を 2.5 で除して得た数値を超えるブロック塀等で、昭和 56年５月 31日以前に新築の工事に着手した

ものをいう。ただし、前号に該当するものは除く。 

５）耐震評価機関 

ブロック塀等の耐震改修計画の評価や判定を行うための専門知識を有するとして知事が認める機関

をいう。 

６）補助事業者 

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱に基づき、補助金の交付を受

けようとする、又は補助金の決定を受けたブロック塀等の所有権を有する者をいう。 
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診断･工事施工者 塀の所有者 大阪府 

補助金交付手続きの流れ【フロー図】 

耐震診断 (◆C)診断結果報告書 
受理、 審査 

・診断結果の診断基準適合確認 

見積り 

受理と回答 
・義務付け対象と補助対象の確認 

◆対象確認の事前相談書

《補助金の交付申請》 

（◆A）交付申請書 

受理と現場確認、審査 

・診断基準の確認 

交付決定通知 

契 約 

必ず、補助金の交付決定

通知日以降に契約 

《補助金の完了手続き》 

補助金受領 

(◆D)完了実績 
報告書 

受理、検査、額の確定 

額の確定通知 

(◆E)補助金請求 受理、 支払い手続き 

代理受領 

受理 (◆B)耐震診断着手届 

費用請求 支払い 
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【◆A】補助金交付申請書 

対

象

の
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領 

申
請
書
の
準
備 

見
積
依
頼 

完

了

実

績

報

告 

補助金額の確定 

通知書 

受理 

支払い 

交付決定通知 

大阪府職員が 

提出書類を確認します 

大阪府審査 
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  書類の種類  備考（確認する内容、留意事項など） 

1 補助金交付申請書（様式第 2 号） 申請金額の算定及び内訳 

２ 委任状（様式第 2 号の１） 申請業務を業者に代行する場合に提出 

3 同意書（様式第 2 号の２） 所有者が複数の場合に提出 

4 
管理組合規約と耐震診断等の決議を

証する書類（区分所有の場合） 
分譲マンション等の管理組合の場合 

5 法人全部事項証明書 法人が申請者の場合に提出 

6 申立書（様式第 2 号の３）  

7 
代理請求及び代理受領予定届出書（様

式第 15号） 
代理請求する場合 

8 診断技術者の資格を証する書類（写）  

９ 付近見取り図 様式自由 （住宅地図等に申請敷地を明示） 

10 ブロック塀の写真、写真撮影位置図 ※１ 

11 配置図・平面図・立面図・断面図 ※２ 道路幅員と高さの関係を図示 

12 耐震診断見積書 ※３ 

13 債主登録依頼票 （補助金の支払い先を登録するもの） 

14 塀の所有権を証する書類 ※4 

－ その他 
申請内容に応じて適宜お願いする場合があり

ます。 

補助金交付申請に必要な書類一覧【耐震診断】 
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〔注〕 

※１ ブロック塀の写真、写真撮影位置図 

・ ブロック塀等の全景を、最低２方向から撮影して下さい。 

・ 前面道路等の全景を、最低２方向から撮影して下さい。 

ただし、ブロック塀等の全景写真において、前面道路の全景が映っている場合は、不要

です。 

・ また、全景写真とは別に、敷地面と道路等の地盤面からブロック塀等の頂部までの高さが

分かる写真と、ブロック塀等の延長（長さ）が分かる写真を撮影して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 配置図・平面図・立面図・断面図 【様式は自由】 

・ 補助申請を行うブロック塀等の位置を赤線等で分かるように記載して下さい。 

・ 申請対象となるブロック塀等の平面図、立面図、断面図を添付して下さい。 

・ 道路等の地盤面と敷地の地盤面に高低差がある場合、適宜、断面図にわかるように

記載して下さい。 

・ その他、必要と思われる資料を添付して下さい。 

 

※３ 耐震診断見積書【様式は自由】 

・ 経費の内訳が分かる見積書を提出して下さい。 

・ 申請場所と申請しようとする耐震診断の塀等の長さ等がわかるようにしてください。 

 

※４ 塀（土地）の所有権を証する書類（１種類） 

 〔例〕 

（１）納税通知書のコピー 

（２）建物（土地）謄本 

（３）課税証明書 

（４）名寄帳  等 

  

補助対象の算定式の確認に使用するため、 

メジャー等をあてて撮影した写真を提出して下さい。 

〔写真例〕 
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様式第２号（第６条関係） 

  年  月  日 

補助金交付申請書

大阪府知事 様 

 

補助事業者 住所 大阪市住之江区南港北 1‐14‐16 

 氏名  大阪  太郎         

     

広域緊急交通路沿道ブロック塀等の〔 耐震診断 ／ 除却 ／ 新設 ／ 耐震改修 〕について補助金の交

付を受けたいので、大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱第６条第 1項

の規定により、関係図書を添えて、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事業内容 
対象 

■通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

種別 ■耐震診断 □除却 □新設 □耐震改修 

２ 申請金額 
￥５１，６１２円 

３ 建築物概要 建築物の名称 大阪 太郎 宅 

所 在 地 
大阪市住之江区南港北 1‐345 

塀の種別 ■補強コンクリートブロック造 

□上記以外の組積造の塀（       ） 

塀の最高の高さ 地盤面から    １．８ｍ 

道路面から    ２．２ｍ 

塀の長さ      １３．００ｍ 

建築年月   昭和４８年６月 

４ 事業実施期間 （自）      令和３年８月１日 

（至）     令和３年８月 31日 

５ 備考  

 

提出日 

必須書類(記入例) 

1 

２ 

３ 

４ 

５ 
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『補助金交付申請』の記載要領 

 

① 住所・氏名 

・ 補助事業者は、ブロック塀等の所有権を有するものとする。 

・ 法人等の場合は、代表者を申請者とする。 

・ 住民票上の住所を記載する。 

② 申請する事業内容の種別 

・ 今回、申請する事業内容の種別を〇等で囲む。 

③ 事業内容 

・ 対象を選んで、□部分をレ点もしくは塗りつぶす。 

□ 通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

（耐震診断の結果報告が義務付けられているもの※） 

□ 要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

（※以外のもの） 

・ 種別は、②で選んだ同種とする。    

④ 申請金額 

・ 『申請金額の算定及び内訳 ■交付申請額の内訳』の表にある合計金額を記入。 

⑤ 建築物概要等 

・ 建築物の名称について 

  （例）個別住宅の場合、〇〇邸、〇〇宅 等 

     集合住宅に場合、〇〇ハイツ、〇〇集合住宅 等 

・ 所在地について 

塀等がある地名地番を記入。ご注意ください。 

・ 塀の高さについて 

  一番高い部分を記入。〔敷地内からと道路面からの写真と照合〕 

・ 塀の長さについて 

    申請する塀の長さを記入。 

・ 築造年月について 

   申請する塀の築造年を記入。 

   （例）昭和 56年 5月以前 

   昭和 40 年頃 等  

・ 事業実施期間について 

   期間の予定を記入。 

事業開始時期（自）提出日から 2週間程度は空けて記入。 

事業終了時期（至）令和 4 年 3月 10 日以前を記入。 
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申請金額の算定及び内訳 

 

 

■補助対象経費の限度額の算定 

 

種別 塀の長さ(ｍ) 限度額単価 限度額 

耐震診断(10ｍ未満)  5,100 円/ｍ  

耐震診断(10ｍ以上) １３．００ 48,960 円＋204 円/ｍ 51,612 円 

除  却  31,000 円/ｍ  

新  設  43,900 円/ｍ  

    

 

 

■補助対象経費の算定 

 

種別 実際に要する費用 限度額 補助対象経費 補助率 

耐震診断 66,000 円 51,612 円 51,612 円 100％ 

除  却     

新  設     

     

合  計 66,000 円 51,612 円 51,612 円  

 

 

■交付申請額の内訳 

 

種別 補助額 

耐震診断 51,612 円 

除  却  

新  設  

  

合  計 51,612 円 

 

 

 

 

 

 

必須書類(記入例) 

限度額＝48,960円＋１３．００ｍ×204 円 

＝51,612円・・・① 

補助金交付申請

書の塀の長さと

同一 

見積書の額 限度額 ① 

補助対象経費は、実際に要する費用と限度額の低い方を記載 

【補助額】=補助対象経費×補助率 

＝51,612円×100％＝51,612円 

補助金交付申請書（様式第 2号）へ転記 

※１ 【補助率】  参照 

〇 通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

（耐震診断） １/１ （100 ％） 

〇 要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

（耐震診断）  2/3 (66 ％) 
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※１ 



 

 

※補助事業者（管理組合の場合は理事長）の印鑑登録証明書を添付すること。 

 

 

年  月  日 

 

大阪 太郎・大阪 花子  様 

見 積 書 

 

 

作成者      

             

   

 

業務場所：  大阪市住之江区南港北 1―３４５ 

業務概要：  コンクリートブロック塀 耐震診断 

見積金額：   ￥66,000― 

有効期限：   90 日迄 

〈内訳〉 

名称・仕様等 数慮 単位 金額 備考 

耐震診断（13ｍ）報告書 １ 式 60,000 円  

     

     

消費税   6,000 円  

     

契約見積金額   合計（消費税込）   66,000 円  

  

必須書類（必要事項が記載されていれば、様式は自由）〈参考〉 

（必要事項）補助事業者（全員）

の氏名 

（必要事項）見積書の作成日 

（必要事項） 

見積作成業者の住所・会社名 

（必要事項） 

業務場所 

業務概要 

見積金額 

内訳書 

業務範囲（長さ等） 
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業務場所がわかるように記入願います。 



 

 

『申請金額の算定及び内訳』の記載要領 

■補助対象経費の限度額の算定 

 

種別 
塀の長さ(ｍ) 

【A】 

限度額単価 

【B】 

限度額 

【C】 

耐震診断(10ｍ未満) （あ） 5,100 円/ｍ （う） 

耐震診断(10ｍ以上) （い） 48,960 円＋204 円/ｍ （え） 

除  却  31,000 円/ｍ  

新  設  43,900 円/ｍ  

    

 

① 塀の長さ【A】について、補助金交付申請書の塀の長さ（メートル）を記入。 

長さ（メートル）は、小数点 2 桁（センチメートル）まで記入。 

 （例） 塀の長さが 13メートルの場合、13.00 

塀の長さが 1272 センチメートルの場合、12.72  等 

・塀の長さが 10 メートル未満の場合は、（あ）欄に長さ（メートル）を記入。 

・塀の長さが 10 メートル以上の場合は、（い）欄に長さ（メートル）を記入。 

 

② 限度額【Ｃ】について、【Ａ】×【Ｂ】で計算し、小数点以下切捨て。 

（例） 

 ※ 塀の長さが、7.12 メートルの場合 

 【Ｂ】は、5,100 円/m 

   限度額＝【Ａ】×【Ｂ】＝7.12(メートル)×5100 円/m=36,312 円となり、 

   （う）欄に 36,312 円を記入。 

 ※ 塀の長さが、13.00 メートルの場合 

 【Ｂ】は、48,960 円＋204 円/ｍ 

限度額＝【Ａ】×【Ｂ】＝13.00（メートル）×204 円/m+48,960＝51,612 円となり、 

（え）欄に 51,612 円を記入。 

 

記入例の塀の長さは、13メートルであるので【補助金対象経費の限度額の算定】は、8ページのとおり 

種別 塀の長さ(ｍ) 限度額単価 限度額 

耐震診断(10ｍ未満)  5,100 円/ｍ  

耐震診断(10ｍ以上) １３．００ 48,960 円＋204 円/ｍ 51,612 円 

除  却  31,000 円/ｍ  

新  設  43,900 円/ｍ  
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■補助対象経費の算定 

 

（補助対象経費の限度額の算定） 

種別 
塀の長さ(ｍ) 

【A】 

限度額単価 

【B】 

限度額 

【C】 

耐震診断(10ｍ未満) （あ） 5,100 円/ｍ （う） 

耐震診断(10ｍ以上) （い） 48,960 円＋204 円/ｍ （え） 

除  却  31,000 円/ｍ  

新  設  43,900 円/ｍ  

（補助対象経費の算定） 

種別 
実際に要する費用 

【D】 

限度額 

【E】 

補助対象経費 

【F】 

補助率 

【G】 

耐震診断 （お） （か） （き） （く） 

除  却     

新  設     

 

① 実際に要する費用【D】について、（お）欄に見積金額を記入。 

・補助事業者が、消費税仕入額控除を行わない場合、見積書（消費税込み）の金額を記入。 

・補助事業者が、消費税仕入額控除を行う場合は、見積書（消費税抜き）の金額を記入。 

（20 ページ参照） 

 

② 限度額【E】について、補助対象経費の限度額の算定の限度額（う）または（え）の記載額

を（か）に記入。 

 

③ 補助対象経費【F】について、（お）と（か）の低いほうを（き）欄に記入。 

 

④ 補助率【G】について、下記の表の補助率【F】欄の数字を（く）欄に記入。 

塀の種類 

（申請書の事業内容の対象） 

事業種別 補助率【F】 

通行障害既存耐震不適格ブロック塀 耐震診断 1/1 または 100％ 

要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 耐震診断 2/3 
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■交付申請額の内訳 

 

（補助対象経費の算定） 

種別 
実際に要する費用 

【D】 

限度額 

【E】 

補助対象経費 

【F】 

補助率 

【G】 

耐震診断 （お） （か） （き） （く） 

除  却     

新  設     

（交付申請額の内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

① 補助額【H】について、（補助対象経費の算定）の補助対象経費に補助率をかけた額を記入。 

（例）通行障害既存耐震不適格ブロック塀の長さ 13メートルで見積金額（税込）66,000 円の場合 

 ・実際に要する費用（お）は、66,000 円 

・限度額（か）は、51,612 円〔48,960 円＋204×13 メートル＝51,612 円〕 

・補助対象経費（き）は、低いほうの 51,612 円〔66,000 円＞51,612 円〕 

・補助率（く）は、100％〔通行障害既存耐震不適格ブロック塀〕 

・補助額（け）は、51,612 円〔（き）×（く）＝51,612 円×100％〕 

・合計（こ）は、合計額を記入 

   

（補助対象経費の算定） 

種別 
実際に要する費用 

【D】 

限度額 

【E】 

補助対象経費 

【F】 

補助率 

【G】 

耐震診断 66,000 円 51,612 円 51,612 円 100％ 

（交付申請額の内訳） 

 

 

 

 

 

 

  

種別 補助額【H】 

耐震診断 （け） 

除  却  

新  設  

  

合  計 （こ） 

種別 補助額【H】 

耐震診断 51,612 円 

除  却  

新  設  

  

合  計 51,612 円 
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補助額【H】＝補助対象経費【F】×補助率【G】 

補助額【H】＝補助対象経費【F】×補助率【G】 



 

 

 

■交付申請額の内訳 

（補助対象経費の算定） 

種別 
実際に要する費用 

【D】 

限度額 

【E】 

補助対象経費 

【F】 

補助率 

【G】 

耐震診断 （お） （か） （き） （く） 

除  却     

新  設     

（交付申請額の内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

② 補助額【H】について、（補助対象経費の算定）の補助対象経費に補助率をかけた額を記入。 

（例）通行障害既存耐震不適格ブロック塀の長さ 13メートル見積金額（税込）66,000 円の場合 

 ・実際に要する費用（お）は、税抜き額 60,000 円 

・限度額（か）は、51,612 円〔48,960 円＋204×13 メートル＝51,612 円〕 

・補助対象経費（き）は、低いほうの 51,612 円〔60,000 円＞51,612 円〕 

・補助率（く）は、100％〔通行障害既存耐震不適格ブロック塀〕 

・補助率（け）は、51,612 円〔（き）×（く）＝51,612 円×100％〕 

・合計（こ）は、合計額を記入 

  

 （補助対象経費の算定） 

種別 
実際に要する費用 

【D】 

限度額 

【E】 

補助対象経費 

【F】 

補助率 

【G】 

耐震診断 60,000 円 51,612 円 51,612 円 100％ 

（交付申請額の内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

種別 補助額【H】 

耐震診断 （け） 

除  却  

新  設  

  

合  計 （こ） 

種別 補助額【H】 

耐震診断 51,612 円 

除  却  

新  設  

  

合  計 51,612 円 

補助額【H】＝補助対象経費【F】×補助率【G】 

補助額【H】＝補助対象経費【F】×補助率【G】 
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消費税仕入額控除※を行う事業者の場合 

※：20ページ参照 



 

 

 

様式第２号の１ 

   年 月 日 

 

 

委 任 状 

 

大阪府知事 様 

 

 

 

 

 

代 理 人  住 所    大阪市中央区大手前 2丁目１－１       

氏 名       大手前 咲                  

 

私は、上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

委 任 事 項 

「大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金」に係る交付申請から事業完了までの

書類の提出、修正及び通知書等の各種書類の受領に関すること 

 

所   在   地：       大阪市住之江区南港北 1‐345       

 

 

 

補助事業者  住 所  大阪市住之江区南港北 1‐14‐16  

氏 名    大阪  太郎          

申請手続きを代理人が行う場合のみ必要(記入例) 

委任状を作成した日付 

 

委任者（申請者）の 

住所・氏名 

実施場所を記入（様式第２号と同じ場所『地名地番』） 

代理人の住所・氏名 
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様式第２号の２ 

 年 月 日 

 

同 意 書 

 

大阪府知事 様 

 

 

 

 

 大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱の規定に基づく申請をするに

あたり、代表申請者と協力して同要綱に定める事項を責任を持って遂行することを誓約するとともに、

同要綱に基づく権利、義務及び手続等のすべての事柄について、 大阪  太郎 氏を代表申請者とす

ることに同意いたします 

 なお、同要綱に基づき、代表申請者が受領した補助金の返還を求められた場合、当該返還義務につい

ては、私儀も代表申請者と連携してその責任を負うものとします。 

 

 

 

所 有 者  住 所  大阪市住之江区南港北 1‐14‐16  

氏 名    大阪  花子          

 

 

 

 

 

  

補助事業者（ブロック塀等の所有者）が複数の場合のみ必要（記入例） 

同意書を作成した日付 

 

代表者の氏名 

 

代表者以外の補助事業者

の住所・氏名 

※補助事業者が複数の場

合は、代表申請者を除く補

助事業者の全員の同意書

としてください。 

〔注〕同意書に代わるものとして、 

※ 分譲マンション等の管理組合の場合 

管理組合の規約と耐震診断等の実施を決議したことを証する書類を提出 

※ 法人の場合 

法人全部事項証明書を提出 
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様式第２号の３              （１面） 

申 立 書 

大阪府知事 様 

１．補助対象者要件について 

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱に定める補助金の交付申請を行うにあたり、私

は、以下の内容について申立てます。 

※各項目を確認し、はい・いいえのどちらかを○で囲んでください。 

申  立  事  項 

１ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団、同法第２条第６号に規定する暴力団員、

大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団密接関係者である。 

※「暴力団密接関係者」については、次の２～６も確認してください。 

はい・いいえ 

２ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用す

るなどしている。 

はい・いいえ 

３ 暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与している。 

はい・いいえ 

４ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている。 はい・いいえ 

５ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。 はい・いいえ 

６ （事業者においては、）次に掲げる者のうちに暴力団員又は上記２～５のいずれかに該当する者がいる。 

・事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有

する者であるか否かを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の

支配力を有するものと認められる者を含む。） 

・支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の

組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

・営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと

同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をする権限を有し、

又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

・事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

はい・いいえ 

７ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなく

なった日から１年を経過しない者である。 

はい・いいえ 

８ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第４９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第

１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から１年を経過しない者である。 

はい・いいえ 

９ 規則第２条第２号イ～ハまでのいずれかの該当の有無等に関して調査が必要となった場合には、大阪府が求める必要な情報

又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該当することが判明した場合には、規則第１５条に

基づき、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議の申し立てを行いません。 

はい・いいえ 

10 間接補助事業者に当該補助事業の全部又は一部を行わせる場合には、当該間接補助事業者が上記各号のいずれかに該当するこ

ととなった場合又はいずれかに該当していたことが判明した場合にその旨を直ちに届出ます。 

はい・いいえ 

11 暴力団等審査情報を、大阪府暴力団排除条例第２６条に基づき、大阪府警察本部に提供することに同意する。 はい・いいえ 

※「１」～「８」で「はい」に「○」を付けた場合及び「９」～「11」で「いいえ」に「○」を付けた 場合は、補助金の支給を受けることはできません。 

必須書類（記入例） 

（表面）です 

裏面と合わせて両面コピーで

提出願います 

内容確認のうえ、記載願います 
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この書類は両面コピーで

提出 



 

 

様式第２号の３              （２面） 

申 立 書 

 

２．消費税仕入額控除について 

 

 ※以下を確認し、どちらかにレ点チェックを記入してください。 

 

□私は、消費税仕入額控除を行う事業者であることを申立てます。 

 ■私は、消費税仕入額控除を行わない事業者であることを申立てます。 

  なお、消費税仕入控除を行うこととなった場合には、直ちにその旨を届け出ます。また、届出が

額の確定後となった場合には、その額を返還します。 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

補助事業者 住所 大阪市住之江区南港北 1‐14‐16

      氏名 大阪  太郎         

    生年月日     昭和 33 年３月３日 

 

 

（参考） 

大阪府補助金交付規則（抜粋） 

第二条  この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 補助事業 補助金の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

二 補助事業者 補助事業を行う者をいう。ただし、次のいずれかに該当する者を除く。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第二号に規定

する暴力団又は同条第六号に規定する暴力団員若しくは大阪府暴力団排除条例（平成二十二年大阪府

条例第五十八号）第二条第四号に規定する暴力団密接関係者 

ロ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその

執行を受けることがなくなった日から一年を経過しない者 

ハ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四

号）第四十九条に規定する排除措置命令又は同法第六十二条第一項に規定する納付命令を受け、その

必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から一年を経過しない者 

三 間接補助金 府以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金を直接又は間接にそ

の財源の全部又は一部とし、かつ、当該補助金の交付の目的に従って交付するものをいう。 

四 間接補助事業  間接補助金の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

五 間接補助事業者 間接補助事業を行う者をいう。ただし、第二号イからハまでのいずれかに該当する者

を除く。 

 

 

申立書を記入した日付 

消費税を免除されている事業者以外は、記入例のとおり 

 

補助事業者（代表者）の住所・氏名・生年月日 

（裏面）です 

表面と合わせて両面コピーで提出願います。 

この書類は両面コピーで

提出 
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様式第２号の３（分譲マンション用）     （１面） 

申 立 書 

大阪府知事 様 

１．補助対象者要件について 

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱に定める補助金の交付申請を行うにあたり、当管

理組合員は、以下の内容について申立てます。 

※各項目を確認し、はい・いいえのどちらかを○で囲んでください。 

申  立  事  項 

１ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団、同法第２条第６号に規定する暴力団員、

大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団密接関係者である。 

※「暴力団密接関係者」については、次の２～６も確認してください。 

はい・いいえ 

２ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用す

るなどしている。 

はい・いいえ 

３ 暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与している。 

はい・いいえ 

４ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている。 はい・いいえ 

５ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。 はい・いいえ 

６ （事業者においては、）次に掲げる者のうちに暴力団員又は上記２～５のいずれかに該当する者がいる。 

・事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有

する者であるか否かを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の

支配力を有するものと認められる者を含む。） 

・支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の

組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

・営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと

同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をする権限を有し、

又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

・事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

はい・いいえ 

７ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなく

なった日から１年を経過しない者である。 

はい・いいえ 

８ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第４９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第

１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から１年を経過しない者である。 

はい・いいえ 

９ 規則第２条第２号イ～ハまでのいずれかの該当の有無等に関して調査が必要となった場合には、大阪府が求める必要な情報

又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該当することが判明した場合には、規則第１５条に

基づき、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議の申し立てを行いません。 

はい・いいえ 

10 間接補助事業者に当該補助事業の全部又は一部を行わせる場合には、当該間接補助事業者が上記各号のいずれかに該当するこ

ととなった場合又はいずれかに該当していたことが判明した場合にその旨を直ちに届出ます。 

はい・いいえ 

11 暴力団等審査情報を、大阪府暴力団排除条例第２６条に基づき、大阪府警察本部に提供することに同意する。 はい・いいえ 

※「１」～「８」で「はい」に「○」を付けた場合及び「９」～「11」で「いいえ」に「○」を付けた 場合は、補助金の支給を受けることはできません。 
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この書類は両面コピーで

提出 

補助事業者（ブロック塀等の所有者）が分譲マンションの場合のみ必要(記入例) 



 

 

様式第２号の３              （２面） 

申 立 書 

 

２．消費税仕入額控除について 

 

 ※以下を確認し、どちらかにレ点チェックを記入してください。 

 

□当管理組合は、消費税仕入額控除を行う事業者であることを申立てます。 

 ■当管理組合は、消費税仕入額控除を行わない事業者であることを申立てます。 

  なお、消費税仕入控除を行うこととなった場合には、直ちにその旨を届け出ます。また、届出が

額の確定後となった場合には、その額を返還します。 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

補助事業者 住所 大阪市住之江区南港北 1‐14‐16

      氏名 大阪  太郎         

    生年月日     昭和 33 年３月３日 

 

 

（参考） 

大阪府補助金交付規則（抜粋） 

第二条  この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 補助事業 補助金の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

二 補助事業者 補助事業を行う者をいう。ただし、次のいずれかに該当する者を除く。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第二号に規定

する暴力団又は同条第六号に規定する暴力団員若しくは大阪府暴力団排除条例（平成二十二年大阪府

条例第五十八号）第二条第四号に規定する暴力団密接関係者 

ロ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその

執行を受けることがなくなった日から一年を経過しない者 

ハ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四

号）第四十九条に規定する排除措置命令又は同法第六十二条第一項に規定する納付命令を受け、その

必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から一年を経過しない者 

三 間接補助金 府以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金を直接又は間接にそ

の財源の全部又は一部とし、かつ、当該補助金の交付の目的に従って交付するものをいう。 

四 間接補助事業  間接補助金の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

五 間接補助事業者 間接補助事業を行う者をいう。ただし、第二号イからハまでのいずれかに該当する者

を除く。 
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申立書を記入した日付 

消費税を免除されている事業者以外は、記入例のとおり 

 

補助事業者（代表者）の住所・氏名・生年月日 

（裏面）です 

表面と合わせて両面コピーで提出願います。 

この書類は両面コピーで

提出 



 

 

（参考） 

 【消費税仕入税額控除とは】 

消費税仕入税額控除というのは、簡単にいうと、売上代金として受け取った消費税額から、仕

入れ代金として支払った消費税額を差し引いて納税するものである。 

補助事業等を実施する過程において消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する課税仕

入れを行うときには、仕入れ先に対し消費税相当額を含む支払を行うが、事業主体の性格等によ

っては、確定申告の際に当該消費税相当額を仕入れに係る消費税額として税務署に納める消費税

納付額から控除できる場合がある。 

 

 

【消費税仕入税額控除を行う事業者の場合】 

① 申立書の〔□ 消費税仕入額控除を行う事業者であることを申立てます。〕にチェックします。 

（16 ページ、18 ページ「２．消費税仕入れ額控除について」を参照） 

② 申請金額の算定及び内訳において、実際に要する費用は、見積書の消費税抜きの値を記入する。 

（11 ページ、13 ページを参照） 
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【メモ】 



 

 

 

様式第 15 号（第 18 条関係） 

  年  月  日 

代理請求及び代理受領予定届出書 

大阪府知事 様  

 

補助事業者 住所 大阪市住之江区南港北 1‐14‐16 

                           氏名 大阪 太郎        

私は、補助事業を実施するにあたり、補助事業に要した費用から補助金を差し引いた額を下記耐震事業

者に支払い、補助金の受領は当該耐震事業者に委任する予定であるため、大阪府広域緊急交通路沿道ブロ

ック塀等補助金交付要綱第 18 条第２項の規定により、届出します。 

 

記 

 

事 業 内 容 
対象 

□通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

種別 □耐震診断 □除却 □新設 □耐震改修 

建 築 物 の 名 称  

所 在 地  

塀 の 種 類  

事 業 費  

申 請 金 額  

 

上記権限の委任を受けることを承諾します。 

 

受任者（耐震事業者） 

住   所 

名   称 

代表者氏名               

 

※補助事業者（管理組合の場合は理事長）の本人確認が必要です。 

 

代理請求する場合のみ必要(記入例) 

提出日を記入 

補助事業者の住所・氏名 

補助金交付申請書と

「同一」の内容を記載 

耐震業者〔耐震診断・除却等を行う

事業者〕の住所・名称・代表者 

 

-22- 

補助事業者に、電話等にて意思確認を行いますので連絡先を欄外に記入願います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆代理受領制度 

補助金は、所有者が工事等の業者に費用を支払った後に所有者へ支払われる

のが原則です。 

代理受領制度を用いることで、補助金分の一時負担を減らすことができます。 

詳しい内容は事前相談時にご相談ください。 

●上限を超えた場合のみ支払うので、所有者の負担が軽い 

補助金支払い 

上限を超えた場合

支払い 

請求 

所有者 

業者  

大阪府  

補助金申請 
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債主登録依頼票 

 
令和  年  月  日 

大阪府知事 様 
 
                 請求者 

名称及び代表者氏名（代表者） 
 
 

               
 
 
  当方に支払われる国庫金については、下記口座に振込願いたく請求します。 
 

  補助金名 
大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進
事業補助金 

   補助事業者の区分  （注１）     大企業  ・中小企業  ・その他 

   金融機関名     （注２）  

   支店名  

   預貯金の種類       普通 ・ 当座 ・ 別段  ・ 通知 

   口座番号  

   フリガナ          （注３）  

   口座名義名  

   所 在 地  〒 

 
（注１）都道府県及び市町村にあっては、その他を○で囲んで下さい。 
（注２）郵便局への振込は出来ません。 
（注３）フリガナ・口座名義名は、団体名及び役職名も含め、金融機関に登録してあると  
  おりに正確に記載してください。フリガナは必ず記入して下さい。 

 

必須書類（記入例） 

補助事業者の住所・氏名 

ただし、代理請求する場合は、

受任者 

請求者の名義名 
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【メモ】 
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配置図・平面図・立面図・断面図〈参考〉 
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耐震診断する塀等の長さについて〈参考〉 

 

塀の長さ＝A+B＋C＋D＋E 

（注）A 及びB の塀は、後退距離★より高い場合 

塀の長さ＝A+B＋C＋D 

（注）A 及びB の塀は、後退距離★より高い場合 

申請する塀の長さは、広域緊急交通路に沿った塀の実長となります。 

詳しくは、担当までご相談ください。 

〔注〕 

「広域緊急交通路」に

沿っていない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   〔注〕 

 ※１ 契約書の写しについて 

 ・ 契約日・契約金額・契約者・耐震診断の契約がわかる部分。 

 ・ 補助金の交付決定通知日以降に契約。 

※２ 工程表について 

 ・ 契約日以降の工程表の作成。 

  書類の種類  備考（確認する内容、留意事項など） 

1 着手届（様式第 4 号）  

2 契約書の写し  

3 工程表  

－ その他 
内容に応じて適宜お願いする場合がありま

す。 

【◆B】耐震診断着手届 

対

象

の

事

前

相

談 

補
助
金
交
付
申
請 

契

約

・ 

診

断

着

手 

耐

震

診

断

結

果

報

告 

2週間程度 

耐

震

診

断

費

支

払 

補

助

金

受

領 

申
請
書
の
準
備 

見
積
依
頼 

完

了

実

績

報

告 

補助金額の確定 

通知書 

受理 

支払い 

交付決定通知 

大阪府職員が 

提出書類を確認します 

大阪府審査 

補

助

金

の

請

求

書 
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様式第４号（第９条関係） 

  年  月  日 

 

着手届 
 

大阪府知事 様 

 

補助事業者 住所 大阪市住之江区南港北 1-14-16 

氏名 大阪  太郎         

     

 
 

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱第９条の規定により、関係図書

を添えて、着手届を提出します。 

 

記 

 

１ 事業内容 
対象 

■通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

種別 ■耐震診断 □除却 □新設 □耐震改修 

２ 補助金 
交付決定番号 

  令和３年〇月〇日付  建防第●●●●号 

３ 建築物概要 建築物の名称 大阪 太郎 宅 

所 在 地 大阪市住之江区南港北１－345 

塀の種類 補強コンクリートブロック塀 

塀の最高の高さ 地盤面から     １．８ｍ 

道路面から     ２．２ｍ 

塀の長さ １３．００ｍ 

建築年月  昭和４８年６月 

４ 着手日 令和〇年〇月〇日 

５ 完了予定日 令和〇年〇月〇日 

６ 備考  

 

 

 

 

 

 

着手日 

地名地番を

記載 

必須書類(記入例) 
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1 

２

1 



 

 

『着手届』の記載要領 

 

① 住所・氏名 

・ 補助金交付申請書の補助事業者と同じ 

 

② 事業内容等 

・ 補助金交付申請書と同じ内容を記入（着手日・完了予定日以外）。 

・ 『２補助金交付決定番号』は、交付決定通知書の番号を記入。 

   交付決定通知書の番号・日付は、【交付決定通知書例】の（A）部分です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【交付決定通知書例】 

 

 

A 
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 〔注〕 

※ 耐震診断結果報告書と完了実績報告書は同時に提出可。 

 

  書類の種類  備考（確認する内容、留意事項など） 

1 耐震診断結果報告書（様式第 5 号）  

2 
既存ブロック塀等の調査シート（様式

第 5 号の 1） 
 

3 構造詳細図 塀の一体性及び転倒評価を行った場合 

4 構造計算書 
塀の一体性及び転倒評価において詳細計算を

行った場合 

5 調査写真 様式第５号の１のチェック項目が判る写真 

－ その他 
内容に応じて適宜お願いする場合がありま

す。 

【◆C】耐震診断報告書 

対

象

の

事

前

相

談 

補
助
金
交
付
申
請 

契

約

・ 

診

断

着

手 

耐

震

診

断

結

果

報

告 

2週間程度 

耐

震

診

断

費

支

払 

補

助

金

受

領 

申
請
書
の
準
備 

見
積
依
頼 

完

了

実

績

報

告 

補助金額の確定 

通知書 

受理 

支払い 

交付決定通知 

大阪府職員が 

提出書類を確認します 

大阪府審査 

補

助

金

の

請

求

書 
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様式第５号（第９条関係） 

  年  月  日 

 

耐震診断結果報告書 
 

大阪府知事 様 

 

補助事業者 住所大阪市住之江区南港北 1-14-16 

氏名 大阪  太郎 

             

     

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により、関

係図書を添えて、耐震診断結果を報告します。 

 

 

記 

 

１ 事業内容 
■通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

２ 補助金 
交付決定番号 

    令和３年〇月〇日付  建防第●●●●号 

３ 建築物概要 建築物の名称 大阪 太郎 宅 

所 在 地 大阪市住之江区南港北１－345 

塀の種類 補強コンクリートブロック塀 

塀の最高の高さ 地盤面から     １．８ｍ 

道路面から     ２．２ｍ 

塀の長さ １３．００ｍ 

建築年月  昭和４８年６月 

４ 耐震診断結果 □耐震性あり 

■耐震性なし（判定 ■撤去 □撤去又は耐震改修） 

診断者名 〇〇 〇〇 

 

 

 

  

必須書類(記入例) 

 

 

 

提出日 

補助金交付申請書の補助

事業者と同じ 

着手届と同じ内容 

（変更がない場合） 

耐震診断の結果内容を記載 
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 〔注〕 

※ 耐震診断結果報告書と完了実績報告書は同時に提出可。 

 

 

 

 

 

  書類の種類  備考（確認する内容、留意事項など） 

1 完了実績報告書（様式第 12 号）  

2 耐震診断費要明細書（写） 見積書でも可 

3 耐震診断費用を証する書類（領収書（写））  

－ その他 
内容に応じて適宜お願いする場合があり

ます。 

【◆D】完了実績報告書 

対

象

の

事

前

相

談 

補
助
金
交
付
申
請 

契

約

・ 

診

断

着

手 

耐

震

診

断

結

果

報

告 

2週間程度 

耐

震

診

断

費

支

払 

補

助

金

受

領 

申
請
書
の
準
備 

見
積
依
頼 

完

了

実

績

報

告 

補助金額の確定 

通知書 

受理 

支払い 

交付決定通知 

大阪府職員が 

提出書類を確認します 

大阪府審査 

補

助

金

の

請

求

書 
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様式第 12 号（第 15 条関係） 

年  月  日 

完了実績報告書 

大阪府知事 様 

補助事業者 住所大阪市住之江区南港北 1-14-16 

氏名 大阪  太郎 

           

                                    

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱第 15 条第 1 項の規定により、

関係図書を添えて、完了実績報告書を提出します。 

 

記 

 

１ 事業内容 
対象 

■通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

種別 ■耐震診断 □除却 □新設 □耐震改修 

２ 補助金 
交付決定番号 

令和３年〇月〇日付  建防第●●●●号 

３ 交付決定金額及び 

精算補助金額 

交付決定金額 ￥51,612 円 

精算補助金額 ￥51,612 円 

４ 建築物概要 建築物の名称 大阪 太郎 宅 

所 在 地 大阪市住之江区南港北１－345 

塀の種類 補強コンクリートブロック塀 

塀の最高の高さ 地盤面から     １．８ｍ 

道路面から     ２．２ｍ 

塀の長さ １３．００ｍ 

建築年月  昭和４８年６月 

５ 完了日 令和〇年〇月〇日 

６ 備考  

 

 

 

 

 

 

必須書類(記入例) 

提出日 

補助金交付申請書の補助

事業者と同じ 

着手届と同じ内容 

（変更がない場合） 

事業完了日を記入 

補助金交付 

決定通書の 

決定額を記入 
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【メモ】 
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  書類の種類  備考（確認する内容、留意事項など） 

1 補助金請求書（様式第 14 号）  

2 代理請求及び代理受領委任状（様式第 16 号） 代理請求する場合 

－ その他 
内容に応じて適宜お願いする場合があ

ります。 

【◆E】補助金の請求 

対

象

の

事

前

相

談 

補
助
金
交
付
申
請 

契

約

・ 

診

断

着

手 

耐

震

診

断

結

果

報

告 

2週間程度 

耐

震

診

断

費

支

払 

補

助

金

受

領 

申
請
書
の
準
備 

見
積
依
頼 

完

了

実

績

報

告 

補助金額の確定 

通知書 

受理 

支払い 

交付決定通知 

大阪府職員が 

提出書類を確認します 

大阪府審査 

補

助

金

の

請

求

書 

-37- 



 

 

 

様式第 14 号（第 18 条関係） 

年  月  日 

補助金請求書 

大阪府知事 様 

補助事業者   住所 大阪市住之江区南港北 1-14-16 

又は耐震事業者 氏名 大阪 太郎           

     

                                 

大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等耐震化促進事業補助金交付要綱第 18 条の規定により、補助金

請求書を提出します。 

 

記 

 

１ 事業内容 
対象 

■通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

種別 ■耐震診断 □除却 □新設 □耐震改修 

２ 補助金の額の 
確定通知番号 

    令和３年●月●日付   建防第◆◆◆◆号 

３ 請求金額 ￥51,612円 

 

４ 支払金口座振替依頼書 

振 込 口 座 

振込先 

金融機関 

銀行・信用金庫 

信用組合・農協 

店名 本店・支店 

口座番号        口座種別 普通 ・ 当座 

口座名義人 

（フリガナ） 

 

※金融機関・店名・口座番号は、該当のものを○で囲んでください。 

 

 

 

 

 

必須書類(記入例) 

提出日 
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１ 

２ 

３ 

４ 



 

 

『補助金請求書』の記載要領 

 

① 日付  

・ 提出日（補助金額の確定通知書が届いてから提出） 

② 住所・氏名 

・ 補助金交付申請書と同じ補助事業者 

  もしくは、代理受領制度を活用している場合は、受任者（耐震事業者）を記入 

③ 業概要等 

・ 補助金確定通知書の記載内容を記入 

④ 支払金口座振替依頼書 

・ 補助金申請時に提出した債主登録依頼表の同じ口座を記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補助金確定通知書 例】 
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様式第 16 号（第 18 条関係） 

  年  月  日 

 

代理請求及び代理受領委任状 

大阪府知事 様 

 

補助事業者 住所大阪市住之江区南港北 1-14-16 

氏名 大阪  太郎 

 

                                          

私は、下記補助金の交付請求及び受領について、大阪府広域緊急交通路沿道ブロック塀等補助金交付要

綱第 18条第２項の規定により、委任します。 

 

記 

 

事 業 内 容 
対象 

■通行障害既存耐震不適格ブロック塀 

□要安全確認既存耐震不適格ブロック塀 

種別 ■耐震診断 □除却 □新設 □耐震改修 

建 築 物 の 名 称 大阪 太郎 宅 

所 在 地 大阪市住之江区南港北１－345 

塀 の 種 類 補強コンクリートブロック塀 

補助金交付決定番号 令和３年●月●日付   建防第◆◆◆◆号 

確 定 補 助 金 額 \51,612 円 

 

上記権限の委任を受けることを承諾します。 

 

受任者（耐震事業者） 

住   所 

名   称 

代表者氏名               

 

※補助事業者（管理組合の場合は理事長）の本人確認が必要です。 

代理請求する場合のみ必要(記入例) 

委任した日を記入 

補助金交付申請書の補助

事業者と同じ 
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耐震業者〔耐震診断・除却等を行う

事業者〕の住所・名称・代表者 

補助事業者に、電話等にて意思確認を行います。 
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【メモ】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市整備部事業調整室 都市防災課  耐震グループ 


